
尾道市条件付一般競争入札事務処理要綱（事前審査型） 

 

（趣旨） 

第１条  この要綱は、本市が実施する入札前に入札に参加する者に必要な資格を審査

する建設工事の条件付一般競争入札（以下「本競争入札」という。）の実施に関し、

法令又は他の規則等に特別な定めがあるもののほか必要な事項を定める。 

 （対象工事） 

第２条 本競争入札の対象となる建設工事（以下「対象工事」という。）は、請負対

象設計金額が１，０００万円以上の工事とする。ただし、市長が特に認めた場合は、

この限りでない。  

（入札参加資格要件） 

第３条 対象工事の入札に参加しようとする者（以下「入札参加希望者」という。）

は、次の各号に掲げる要件を満たす者でなければならない。 

⑴ 対象工事に係る業種について、尾道市建設工事等競争入札参加者資格審査規程

（昭和５３年訓令第７号）に基づく入札参加資格の認定を受けている者 

⑵ 地方自治法施行令「昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１

６７条の４の規定による入札参加制限を受けていない者 

⑶ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づいて更生手続開始の申立てが

なされている者である場合にあっては、手続開始の決定がされていること。 

⑷ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づいて再生手続開始の申立てが

なされている者である場合にあっては、手続開始の決定がされていること。 

⑸ 対象工事の公告日から入札日までの間のいずれかの日において、本市の指名除

外措置を受けていない者 

⑹ 対象工事の公告日から入札日までの間のいずれかの日において、建設業法（昭

和２４年法律第１００号）第２８条第３項又は第５項の規定による営業停止処分

を受けていない者 

⑺ 対象工事に係る設計業務等の受託者以外の者であって、かつ、当該受託者と資

本及び人事面において関連がない者 

⑻ 他の入札参加希望者と一定の資本関係又は人的関係のある者でないこと。 

⑼ 尾道市発注契約に係る暴力団排除措置要綱（平成２１年９月１日施行）別表第

１の１から５までのいずれにも該当しない者 

２ 対象案件ごとに必要と認めるときは、次の各号に掲げる事項を前項の要件に加え

ることができるものとする。 

⑴ 対象工事の業種に係る建設業法第３条に規定する建設業の許可の種類及び区      

 分 

⑵ 対象工事の業種に係る建設業法第３条第１項の規定による建設業の許可を受

けた営業所（以下「営業所」という。）、又は主たる営業所の所在地 

⑶ 前項第１号の認定時における対象工事の業種に係る経営事項審査の総合評定

値及び年平均完成工事高 

⑷ 元請施工実績（原則として直近１０年から１５年以内のものとし、かつ、特定

共同企業体の構成員としての実績は、原則として出資比率２０％以上の場合のも

のとする。） 

⑸ 配置予定技術者の資格及び経験又は施工実績 

⑹ その他必要と認める事項 



３ 特定建設工事共同企業体に工事を発注する場合は、構成員のすべてが第１項及び

前項の入札参加資格要件を満たす者でなければならない。 

（入札参加資格要件の決定等） 

第４条 契約担当課長は、尾道市契約規則（昭和３９年規則第２８号。以下「規則」

という。）第２６条に規定する公告の案を作成し、あらかじめ尾道市建設工事等指

名業者選定に関する規程（昭和５４年訓令第６号）第６条に規定する尾道市建設工

事等指名業者審査会（以下「審査会」という。）に諮るものとする。 

２ 対象工事の入札参加資格要件は、審査会の審議を経て、副市長が決定するものと

する。 

 （公告） 

第５条 対象案件を本競争入札に付するときは、規則第２６条の規定に基づき公告す

るものとする。 

２ 本競争入札の公告は、案件ごとに異なる部分及び入札参加者に注意を喚起しなけれ

ばならない事項（以下「個別事項等」という。）のみを本文として記載し、基本的に

全ての案件において共通であるような事項（以下「共通事項」という。）は、これを

別紙として引用する形とすることができるものとする。 

（入札参加希望書等の提出） 

第６条 入札参加希望者は、対象工事の公告に定める期限までに、入札参加希望書を

提出しなければならない。 

２ 入札参加希望者は、公告に定める資格要件に応じ、次に掲げる書類を入札参加希

望書に添付しなければならない。 

⑴ 配置予定技術者の資格及び工事経験を記した書類 

⑵ 建設工事の施工実績を証明する書類 

⑶ その他の必要な書類 

３ 入札参加希望書等の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。 

４ 提出された入札参加希望書等は、これを提出者に無断で使用しない。 

５ 入札参加希望書等に虚偽の記載をした者については、建設工事等入札参加資格者

指名除外基準要綱（平成７年４月１日制定。以下「指名除外要綱」という。）に基

づく指名除外措置を行うことができる。 

（配置予定技術者） 

第７条  配置予定技術者は、契約日時点において配置できる技術者を記載するものと  

する。 

２ 入札参加希望書を提出する時に配置予定技術者を特定できない場合には、複数の

候補者（３人を限度とする。）の記載を認めるものとする。 

３ 入札参加希望書を提出する時において他の工事に従事中である技術者が公告に

定める件数を超えて配置されることとなる場合は、次の各号のいずれかに該当する

場合に限り、配置予定技術者として記載することを認めるものとする。 

⑴ 従事中の工事の契約工期の終期が入札日の前日までの場合 

⑵ 従事中の工事の契約工期の終期が入札日以降の場合であっても、完成検査が入

札参加希望書を提出する日の前日までに終了している場合 

⑶ 従事中の工事の契約工期の終期が入札日以降の場合であっても、完成検査が入

札日の前日までに行われることが決定している場合 

 ４ 前項の場合であって、その工事の工期が延伸され、又は完成検査が延期されたと

きは、その理由のいかんを問わず、直ちに入札参加希望書の取下書により入札参加



希望書を取り下げ、又は入札を辞退しなければならないものとする。ただし、複数

の配置予定技術者を記載した場合で、記載した他の技術者を配置可能である場合は、

この限りではない。 

 ５ 入札参加希望書の提出期限の翌日以降は、その理由を問わず配置予定技術者の変

更・差替え等は認めないものとする。 

６ 工期の延伸等により配置予定技術者を配置することができないにもかかわらず

入札した場合においては、指名除外要綱に基づく指名除外を措置することがある。 

７ 落札後、工事の施工に当たって、入札参加希望書に記載した配置予定技術者を変

更できるのは、病休、死亡又は退職等の極めて特別な場合に限るものとする。 

（入札参加資格の確認） 

第８条 契約担当課は、入札参加希望書及び添付された書類の内容を確認の上、対象

工事の入札に参加する者に必要な資格の適否をまとめた入札参加希望者の一覧表

を作成し、審査会会長の承認を得て、副市長が決定するものとする。 

（入札参加資格確認結果の通知） 

第９条 契約担当課は、対象工事の入札に参加する者に必要な資格の適否を確認した

ときは、速やかに入札参加希望者にその者に係る確認結果を入札参加資格確認結果

通知書によって通知するものとする。 

２ 入札参加資格がないと認めた者には、その理由を付して通知するものとする。 

（入札の参加） 

第１０条 入札参加資格があるとされた者は、入札のため入室するときに、あらかじ

め交付した入札参加資格審査結果通知書を係員に提示しなければ、対象案件の入札

に参加することができないものとする。 

（工事費内訳書の提出） 

第１１条 入札参加者は、入札書の提出に併せ、当該工事に係る工事費内訳書を提出し

なければならない。ただし、再度入札の際においては、この限りでない。 

２ 前項において、工事費内訳書の提出がない者は、入札に参加することができない。 

３ 工事費内訳書の記載事項及び様式は、別に定める。 

４ 入札参加者は、その提出した入札書又は工事費内訳書を書き換え又は撤回すること

ができない。 

５ 提出された工事費内訳書が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該入札参加

者は落札者としない（その者のした入札は無効とする。）。 

⑴ 記名がない場合 

⑵ 工事名に誤りがある場合 

⑶ 工事費内訳書の合計金額と入札金額が同額でない場合 

⑷ 第３項で定める記載事項の記載がない場合 

６ 工事費内訳書の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。 

７ 提出された工事費内訳書は返却しないものとする。 

第１１条の２ 市長は、特に必要があると認めるときは、前条の規定にかかわらず、開

札後に入札参加者に対して工事費内訳書の提出を求めることができる。 

２ 前条第３項、第６項及び第７項の規定は、前項に規定する工事費内訳書について準

用する。 

（特定建設工事共同企業体に発注する場合の取扱い） 

第１２条 市長は、特定建設工事共同企業体に建設工事を発注する場合において、第５

条の公告に記載した特定建設工事共同企業体の構成員の資格要件を有する者（この項



において「有資格者」という。）から他の有資格者の情報の提供を求められた場合は、

有資格者の一覧表を閲覧に供するものとする。 

２ その他、特定建設工事共同企業体に発注する場合の取扱いは、この要綱に定めるも

ののほか尾道市建設工事共同企業体取扱要綱（昭和５４年８月７日制定）の定めると

ころによる。 

（無効入札） 

第１３条 前条までの規定による無効の取扱いのほか、次の各号に該当する入札は無効

とする。 

⑴ 入札参加資格を満たさなくなった者の入札 

⑵ 第６条の規定により提出のあった入札参加希望書等に虚偽の記載をした者の入札 

（入札の打切り） 

第１４条 市長は、本競争入札を行った結果、落札者が決定しないときは、本競争入札

の手続を再度行うものとする。 

２ 市長は、前項の再度の手続においても落札者が決定しない等の特段の事情がある

場合は、前項にかかわらず指名競争入札の手続によることができるものとする。 

（落札者の決定方法） 

第１５条 請負対象設計金額が１億円以上（上下水道設備（電気・機械）工事等におい

ては、請負対象設計金額２，５００万円以上）の工事及び総合評価方式を適用する工

事の落札者の決定方法は、別に定める低入札価格調査制度を適用する。 

２ 請負対象設計金額が１億円未満（上下水道設備（電気・機械）工事等においては、

請負対象設計金額２，５００万円未満）の工事（総合評価方式を適用する工事を除

く。）の落札者の決定方法は、別に定める最低制限価格制度を適用する。 
（入札結果の公表） 

第１６条 建設工事等の入札及び契約に係る情報の公表事務処理要領（平成１３年４月

１日制定）の規定により入札結果等を閲覧に供する。 

（電子入札に係る特例） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、本競争入札の手続の全部又は一部を電子入札

システムを利用して行う場合に関しては、尾道市電子入札実施要領（平成２０年４月

１日施行）に定めるところによる。 

２ 電子入札システムを利用して本競争入札を行う場合においては、本文中「入札日」

とあるのは「開札日」と読み替えるものとする。 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、本競争入札の実施に関し必要な事項は、市長

が定める。 

 

付 則 

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ 尾道市条件付一般競争入札試行実施要綱（平成７年４月１日制定）は、廃止する。 

 

付 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

付 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 



 

付 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

付 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

付 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

付 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

付 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

                               

付 則 
 （施行期日） 
１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この要綱の施行の日前に指名又は公告した建設工事については、なお従前の例に

よる。 
 

付 則 
 （施行期日） 
１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ 改正後の第１１条第５項第１号の規定は、この要綱の施行の日以後に条件付一般 

競争入札の公告を行う建設工事について適用し、同日前に条件付一般競争入札の公 

告を行った建設工事については、なお従前の例による。 

 


